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複数の無線通信サービスが混在した環境における使用アプリ
ケーションを考慮した基地局割り当て手法

亀田 栄一1,a) 篠宮 紀彦1,b)

概要：LTEが普及し，回線速度が向上している一方で，アプリケーションが必要とするデータ通信量も増

加しているため，今後，公衆WiFiサービスの利用率は高まると考えられる．しかし，公衆WiFi基地局の

処理負荷およびネットワークトラフィック負荷の増加により，RTT（ラウンドトリップタイム）は長くな

る可能性がある．一方，ユーザが使用しているアプリケーションによって，必要とされる RTTは異なる．

そこで，使用しているアプリケーションが必要とする RTTと，端末がある基地局に接続した時，実際に得

られる RTTとの差を RTTギャップと定義する．本研究では，複数の端末が接続先のサービスを決定する

問題をグラフ理論によって定式化し，ハンガリアン法を活用した接続先決定ロジックにより，使用してい

るアプリケーションが要求する RTTを考慮し，システム全体として RTTギャップを低減する手法を提案

する．
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A station assignment method considering applications being used in a
mixed environment of different wireless communication services

Kameda Eiichi1,a) Norihiko Shinomiya1,b)

Abstract: While the LTE has been in widespread use and the line speed for data communications has also
been improved, the exploding data traffic that evolving applications require is thought to increase the utiliza-
tion factor of public WiFi services from now on. The round trip time (RTT), however, might become longer
for reasons of throughput degradation on a public WiFi station or increasing heavy network load. On the
other hand, the required RTT is totally dependent on the application which a user is working on. This paper
defines a RTT gap that is the difference between the required RTT for a user’s application and the actual
RTT obtained when a mobile terminal gets connected to a station. The paper firstly formulates a problem
to assign some mobile terminals with the different communications services by means of graph theory, and it
also proposes a method to reduce the RTT gap in the whole system with considering the required RTT for
user’s applications based on a connection service determination logic by Hungarian method.
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1. はじめに

LTE回線が徐々に普及し，回線速度は向上しているが，
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スマートフォンなどで使用されるアプリケーションが必要

とするデータ通信量も増加しているため，今後，人が集中

する場所や時間帯などの条件により，ユーザが体感するレ

スポンスタイムは長くなる可能性がある．これを回避する

ため，各キャリアは，3G回線や LTE回線から，固定の公

衆WiFiサービスへのオフロード対応を行っている．現在

は，公衆WiFiサービスへの接続切り替えがスムーズにい
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かないなどの理由で，十分に活用されていない場合もある

が，今後も公衆WiFiサービスの利用率は高まると考えら

れる．

しかし，公衆WiFiサービスの利用率が高まると，次に

示す 2つの要因によってレスポンスタイムの悪化を招く可

能性がある．まずはじめに，公衆WiFiサービスの利用端

末数が増加すると，公衆WiFi基地局のハードウェアとし

ての処理負荷や，バックボーンネットワークのトラフィッ

ク負荷により，公衆WiFi基地局経由のアクセスのレスポ

ンスタイムが悪化する可能性がある．次に，電波干渉によ

るレスポンスタイムの悪化である．駅やイベント会場など

では，ユーザが個々に所有する移動型のWiFiアクセスポ

イントの増加により，公衆WiFi基地局を含めたアクセス

ポイント同士の電波干渉によってレスポンスタイムの悪化

を招く可能性がある．これらの問題のうち，本研究では，

前者の公衆WiFi基地局における通信量増大によるレスポ

ンスタイムの悪化について，その回避策を提案する．

公衆WiFi基地局におけるレスポンスタイムの悪化につ

いては，現在様々な研究が行われている．[1]では，デー

タアップロードを最適化するための通信制御方式を提案し

ている．[2]では，通信品質が劣化した状態におけるアプ

リケーションレベル通信遅延低減方式を提案している．し

かし，このような通信方式に関する技術が進展することと

平行して，アプリケーションが必要とするデータ通信量は

増大し，必要とするレスポンスタイムは短くなり，いたち

ごっこの状態にある．よって本研究では，ユーザが利用で

きる通信環境が変わらない場合における，基地局と端末の

最適な組み合わせについて考える．

あるエリアにおいて，ユーザが利用できる無線通信サー

ビスの基地局数，各基地局における端末収容数やラウンド

トリップタイム（以下，RTT），利用可能帯域などの条件

が変わらない場合，対象エリアにいるユーザ全体のレスポ

ンスタイムの悪化を防ぐには，各端末が要求するレスポン

スタイムを必要最小限満たすことのできる基地局に接続さ

せることが望ましい．RTTが短い基地局に対して，短い

RTTを必要としない端末が接続されることにより，本来

短い RTTを必要とする端末が，条件を満たす基地局に接

続できない，という状況が起こりえる．このミスマッチを

解消することが，対象エリアにいるユーザ全体のレスポン

スタイムを向上させることに繋がると考えられる．本研究

では，このミスマッチの解消を研究の目的とする．

ミスマッチ解消の手段として，各端末で使用されている

アプリケーションに応じて，必要とされるRTTが異なる点

に着目する．端末で使用されているアプリケーションが必

要とする RTTを元に，接続先の基地局を決定するロジッ

クを実現することにより，過剰なサービス割り当てを削減

できると考えられる．

なお，接続先決定ロジックにおいては，個々の端末が独

立して接続先を決定するのではなく，端末で使用されてい

るアプリケーションを元に，サーバが各端末にとって最適

な接続先を算定し，端末に制御情報を伝達する．

2章では，本研究で着目する RTTギャップについて定

義し，接続先決定ロジックを割り当て問題として定式化す

る．3章では，関連研究における本研究の位置づけを述べ

る．4章では，本研究で提案するシステムについて説明す

る．5章では，本システムのシミュレーション実験の結果

に述べ，評価する．6章でまとめと今後の課題について述

べる．

2. 割り当て問題への定式化

2.1 RTTギャップの定義

モバイル端末を使用しているユーザが体感するレスポン

スタイムは，モバイル端末がある基地局に接続した場合に

得られるRTTが，端末上で使用されているアプリケーショ

ンが必要とする RTTより長くなった場合に，悪化すると

考えられる．そこで，使用しているアプリケーションが必

要とする RTT（必要 RTT）と，端末がある基地局に接続

した場合に得られる RTT（接続時 RTT）との差を，RTT

ギャップと定義し，対象エリア内の端末全体のRTTギャッ

プを低減させることを検討する．RTT ギャップ (GRTT )

は，必要 RTT(RTTneed)および接続時 RTT(RTTlink)よ

り，式 1で表される．

GRTT = RTTneed −RTTlink (1)

2.2 アプリケーションが必要とするRTT

アプリケーションが必要とするRTTは，アプリケーショ

ンの種類によって異なる．ただし，異なるアプリケーショ

ンであっても，たとえば同じ「通話を目的としたアプリ

ケーション」であれば，同様の RTTが必要と考えられる．

そこで，ここではアプリケーションを以下の 3種類に分類

し，それぞれの必要 RTTを算出する

• 通話アプリケーション
• ブラウザ
• その他（リアルタイム性を必要としないアプリケー
ション）

2.2.1 通話アプリケーション

通話アプリケーションについては，総務省が「050 ＩＰ

電話」の遅延の基準を「400ms未満」と定めている [3]．こ

の値は，対象端末から相手端末までの到達時間の基準で

ある．よって，対象端末からアクセス回線までの間で必要

な RTTは，400msの半分の 200ms程度と考えることがで

きる．

2.2.2 ブラウザ

主なポータルサイトのトップページのデータ量を表 1

に示す．多くのサイトのトップページが 1, 500kB以下で
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サイト名 URL
データ量
(kB)

Yahoo! m.yahoo.co.jp 467

goo www.goo.ne.jp 730

MSN jp.msn.com 580

Infoseek www.infoseek.co.jp 1,390

Excite a.excite.co.jp 1,463

はてな www.hatena.ne.jp 1,480

ライブドア www.livedoor.com/lite 573

価格 com s.kakaku.com 817

amazon www.amazon.co.jp 608

朝日新聞 www.asahi.com 1,073

読売新聞 www.yomiuri.co.jp 1,004

日経新聞 www.nikkei.com 1,147

毎日新聞 sp.mainichi.jp 3,337

産経新聞 sankei.jp.msn.com/smp 656

表 1 ポータルサイトにおけるトップページのデータ量

あるため，ここでは 1, 500kBのサイトに接続した場合に

ついて考える．また，Forrester Consultingの報告による

と，約半数のユーザが 2秒以下のレスポンスタイムを期待

している [4]．x[kB]のデータを y[ms]で表示させるために

必要なスループット T [Mbps]は，式 2で表せることから，

1, 500kBのサイトを 2, 000msで表示させるために必要な

スループットは，6Mbpsである．

T = x ∗ 8/y (2)

さらに，TCPにおけるウインドウサイズが 64kBの場

合，T [Mbps]のスループットを実現するために必要はRTT

R[ms]は，式 3で表せることから，6Mbpsを実現するため

に必要な RTTは，85msとなる．

R = 64/T ∗ 8 (3)

2.2.3 各アプリケーションの必要RTT

以上のことから，各アプリケーションにおいて必要な

RTTを表 2のように定義する．

アプリケーションの種類 必要 RTT

通話アプリケーション 200ms

ブラウザ 85ms

その他 制限なし
表 2 アプリケーションが必要とする RTT

2.3 接続時RTT

ある端末がある基地局に接続した場合に得られる RTT

は，実際にその基地局に接続しないと正確には把握できな

い．しかし，各端末がすべての基地局に接続してRTTを計

ることは現実的ではない．そこで本研究では，PathQuick

パケットごとの送信レートが徐々に

増加する

送信側

1 2 3 4 N

受信側

1 2 3 4 N

インターネット

モバイル

ネットワーク

パケットごとの送信レートが通信速

度を上回ると、ルータで一時的に蓄

積され、パケット間の間隔が広がる

各パケットを等しい間隔で送信し、

パケットサイズを徐々に増加

受信間隔が広がり始めるパケットを探し、

そのパケットのサイズと受信間隔から通信

速度を算出して推定値とする

推定の

仕組み

図 1 PathQuick の仕組み [5]

の技術を利用して，各基地局における RTTを定期的に把

握することとする．PathQuickは，各パケットを等しい間

隔で送信し，パケットサイズを徐々に増加させていくこと

により，受信間隔が広がり始めるパケットのサイズと受信

間隔から，通信速度を算出する手法である [5]．PathQuick

の仕組みを図 1に表す．PathQuickによって算出されたス

ループットを元に，式 3を使用して各基地局からアクセス

回線までの RTTを算出する．

ただし，基地局に接続した場合に得られる RTTは動的

に変化すると考えられるが，その都度 PathQuickによる

値の取得を行うことは，処理時間の観点から考えて現実的

では無い．一方，ある基地局の RTTは，その基地局に接

続している端末の数に影響されると考えられる．そこで，

PathQuickによる RTTの取得を定期的に行い，その後の

RTTの変化は，接続端末数から計算することとする．今，

PathQuickによって得られた，ある基地局の RTTの値を

RTTpq とし，その後にその基地局に接続された端末数を x

とした時，その基地局の接続時 RTT(RTTlink)は，以下の

ように表すことができる．

RTTlink = RTTpq + f(x) (4)

f(x)は，端末数の増減による接続時RTTの変化を示す関

数である．WiFiの基地局においては，通信規格CSMA/CA

により，端末数が増加すると待機時間が増加するため，f(x)

は 1次関数になると考えられる．

2.4 割り当て問題への定式化

基地局 saの収容可能数を x，基地局 sbの収容可能数を

y，基地局 scの収容可能数を zとすると，sa1，sa2，・・・

sax，sb1，sb2，・・・sby，sc1，sc2，・・・scz のアクセス

ポイントが存在すると捉えることができる．収容数の合

計を m = x + y + z とする．今，同じエリア内に端末 t1，

t2，・・・tn が存在しているとすると，本研究で考える接

続先決定ロジックは，m個から n個だけ抽出したアクセ

スポイントと，n個の端末における，RTTギャップの総

和が最小となる割り当て問題と捉えることができる．m個

から n個のアクセスポイントを抽出するすべての組み合
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Sa

Sb

Sc

この例の組み合わせ数は、

端末数分を

抽出

アクセス

ポイント

（収容数制限を考慮しない場合）

抽出の組み合わせ数

=

※端末数 = n

※基地局数 = p

全組み合わせに対して割り当て問

題を解くことにより，端末と基地

局の最適な組み合わせを導出

7つの端末と3つのアクセスポイントにおける割り当て

問題と捉えることができる

基地局

（基地局数3）

端末

（端末数7）

図 2 割り当て問題への定式化

わせに対して，割り当て問題を解くことにより，システム

全体の RTTギャップを最小化する，基地局と端末の組み

合わせを導出することができる．この時，収容数制限を

考慮しない場合に取り得る組み合わせ数は，端末数 nを

アクセスポイント数 pに分類する組み合わせ数と等しく，

「(n+p−1)C(p−1)」と表すことができる．割り当て問題への

定式化の概要を，図 2に示す．なお，本研究では，割り当

て問題の導出手法として，割り当て問題の手法の一つであ

るハンガリアン法を用いる [6][7][8][9]．

3. 関連研究における本研究の位置づけ

WiFi アクセスポイントの選択に関する研究として，

[10][11][12][13]がある．[10]では，ネットワークトラフィッ

ク負荷の分散のために，チャネル利用率の高いアクセスポ

イントからチャネル利用率の低いアクセスポイントへ端末

を移動させることを検討している．[11]では，各アクセス

ポイントに接続した場合のスループット，他の端末の通信

状況を考慮して，接続するアクセスポイントを選択するこ

とを検討している．[12]では，各アクセスポイントの遅延，

スループットなどの状態から，端末が接続されるべきアク

セスポイントを，ヒューリスティックなロジックにより決

定する提案を行っている．[13]では，端末とアクセスポイン

ト間のビーコン情報に，アクセスポイントの負荷に関する

フィールドを追加し，端末がアクセスポイントに接続した

場合の負荷状況を考慮して，接続するアクセスポイントを

選択するシステムを提案している．しかし，[10][11][12][13]

は共に，ユーザが使用しているアプリケーションにより，

必要な環境が異なることは考慮されていない．

[14] においては，FTP に代表される TCP トラヒック

と，VoIPに代表される UDPトラヒックの違いを考慮し

た，WiFiアクセスポイントの選択アルゴリズムを提案し

ている．しかし，現在スマートフォンなどの移動端末で一

般的に使用されているアプリケーションは，そのほとんど

が HTTPによる通信を行っており，ユーザが使用するア

プリケーションとして UDPが使用されることは少ない．

本研究では，トランスポート層プロトコルの違いではな

く，アプリケーションの種類により，必要な RTTが異な

ることに着目して，アクセスポイントの割り当て問題を考

える．

使用しているアプリケーションを考慮したWiFiアクセ

スポイント選択の研究としては，[15][16]がある．[15]にお

いては，特定のアプリケーションを使用している通信につ

いて，伝送レートを元にアクセスポイントを切り替えるこ

とにより，QoSを確保することが提案されている．また，

[16]においては，端末で使用されているアプリケーション

の種類に応じて，電波強度，利用可能帯域，遅延などを元

に，適切な経路を選択する方式が提案されている．しかし，

これらの提案においては，対象の端末が多数存在する場合

の対応については，検討されていない．

本研究では，多数の端末が存在する環境における基地局

への接続の組み合わせを割り当て問題として捉え，ハンガ

リアン法を活用することにより，基地局を適切に端末に割

り当てる方式について提案する．

4. 提案システム

提案システムは，接続時RTT取得部，接続先決定部，端

末制御部の 3つの部分により構成される．本章では，各構

成部について説明する．

なお，提案システムの構成としては，分散制御型ではな

く，集中制御型を採用している．これは，各基地局に接続

した場合に得られる RTTが基地局により異なり，端末側

の情報のみでは正確に判断できないためである．本システ

ムにおいては，接続先コントロールサーバが各基地局の情

報収集および各端末が接続する基地局の決定を行い，決定

結果を端末に配信する．

ここで，コントロールサーバによる情報収集，および決

定結果の配信に時間を要することになる．しかし，ユーザ

がある一定時間以上，同じアプリケーションを使用し続け

る状況においては，ある程度の時間ロスは許容できると考

えられる．

また，本研究では，LTEやWiFiなどの基地局自体には

変更を加えず，接続先コントロールサーバと端末のやりと

りによって，最適な基地局への割り当てを実現する．
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接続先コント

ロールサーバ

WiFi2

LTE

PathQuick

用端末

アクセス回線

WiFi1

PathQuickを使用して、定期的に

各基地局からアクセス回線まで

のスループットを測定し、スルー

プットからRTTを算出

PathQuick

用端末

PathQuick

用端末

基地局

LTE WiFi1 WiFi2

スループット 10mbps 30mbps 15mbps

RTT 51.2ms 17.0ms 34.1ms

図 3 PathQuick を使用した RTT 算出のシステム構成

4.1 接続時RTT取得部

本研究では，各端末が各基地局に接続した場合の接続時

RTTを把握するために，PathQuickを使用して各基地局

における RTTを定期的に把握する．

PathQuickを使用した接続時 RTT取得のシステム構成

を図 3に示す．各基地局に PathQuick用の端末を常時接

続させておく．また，アクセス回線側には，接続先コント

ロールサーバを設置する．各基地局に接続した PathQuick

用端末から，接続先コントロールサーバに対して定期的に

パケットを送信する．接続先コントロールサーバは，受信

したパケットの受信間隔を元に，各基地局からアクセス回

線へのスループット (Ti)を定期的に把握し，スループッ

トを元に式 3を使用して，各基地局の接続時 RTTを算出

する．

4.2 接続先決定部

あるエリアで接続可能な基地局（LTEもしくはWiFi）

として，sa，sb，scがあるとして，それぞれの収容可能数

を x，y，z とする．全体収容数 mは，以下の式 5で求め

られる．

m = x+ y + z (5)

また，同エリアに存在している端末を，t1，t2，・・・tn

とする．全体収容数 mから端末数 n個だけ抽出したアク

セスポイントと，n個の端末において，各基地局に対する

各端末のRTTギャップを元に，割当て問題（ハンガリアン

法）を解き，最適な基地局と端末の組み合わせを算出する．

この時，各端末における必要RTTは，各端末で使用され

ているアプリケーションを元に表 2から算出する．また，

RTTギャップの計算に使用される接続時 RTTは，接続時

RTT取得部によって定期的に取得された RTT，およびそ

WiFi2

端末２

LTE1

端末３端末１ 端末４ 端末５ 端末６

WiFi1

端末７

sa sb sc

sa1 sa2 sa3 sa4 sb1 sb2 sb3 sc1 sc2 sc3

端末

t1 t2 t3 t4 t5 t6 t7

組み合わせ 基地局

1 sa sa sa sa sb sb sb

2 sa sa sa sa sb sb sc

3 sa sa sa sa sb sc sc

: : : : : : :

③接続先から

端末数分を

抽出

②対象の基地局、

および各収容数

を決定

①対象の端末を決定

④すべての組み合

わせについて、割

当てを導出する

RTTギャッ

プの総和

標準

偏差

2.1 2.9

3.5 1.3

2.1 0.8

: :

⑤RTTギャップの総和が最小，

標準偏差が最小の組み合

わせを選択する

図 4 接続先決定ロジックの流れ

の後に対象基地局に接続された端末数を元に，式 4に従っ

て算出される．これらの接続時RTTおよび必要RTTを元

に，RTTギャップを算出する．なお，ここで RTTギャッ

プがマイナスの値であった場合，必要な RTTよりも速い

RTTが得られることになるが，システム全体の利用効率

の向上に寄与しないため，ここではマイナスの値をすべて

0に置き換える．

全体収容数 mから，端末数 nを抽出するすべての組み

合わせについて，同様の計算を行う．すべての組み合わせ

で算出された解のうち，RTTギャップの総和が最小とな

るものを，全体の最適解として選択する．このとき，複数

の解が得られた場合は，標準偏差が一番小さい解を選択す

る．接続先決定ロジックの流れを図 4に示す．

4.3 割り当て問題（ハンガリアン法）

本節では，本研究で使用するハンガリアン法について解

説する．ハンガリアン法は，割当て問題における手法の一

つである．与えられたコスト行列に対して以下の手順を施

すことにより，割当て問題を解くことができる．

( 1 ) 与えられた行列（図 5 1⃝）に対して，各行の各要素か
らその行の最小値を引き（図 5 2⃝），さらに各列の各要
素からその列の最小値を引く（図 5 3⃝）

( 2 ) すべての 0をできるだけ少ない数の縦または横の線で

覆う（図 5 4⃝，ここでは，3本の線ですべての 0を覆

うことができる）．この時引いた線の本数が，行列の

大きさ（図 5の場合は 4）と同じか，それよりも大き

い場合は，各行各列から 0を 1つずつ選ぶことができ

るため，処理を終了する．

( 3 ) （２）で引いた線の本数が，行列の大きさよりも小さ

い場合，線が引かれていない要素から，線が引かれて

いない要素の最小値を引く．また，線が重なっている

要素に，線が引かれていない要素の最小値を足す．（図

5 5⃝）　
以後，終了するまで（２）（３）を繰り返す．以上の操作

により，重みを最小化とする組み合わせを導出することが

できる．
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①スタート

5 4 3 7 ・各行の最小値 3

9 5 4 3 3

5 3 2 5 2

7 6 4 2 2

②各行から最小値を引く

2 1 0 4 ・各列の最小値 2 1 0 0

6 2 1 0

3 1 0 3

5 4 2 0

③各列から最小値を引く

0 0 0 4

4 1 1 0

1 0 0 3

3 3 2 0

④すべての0を最小本数の線で覆う

0 0 0 4 ・線の本数（3）＜行列のサイズ（4）なので，続行

4 1 1 0 ・線が引かれていないセルの最小値

1 0 0 3 1

3 3 2 0

⑤線で覆われていないセルから

　　最小値を引き，線が重なるセル

　　に最小値を足す．

0 0 0 5

3 0 0 0

1 0 0 4

2 2 1 0

⑥すべての0を最小本数の線で覆う

0 0 0 5 ・線の本数（4） = 行列のサイズ（4）なので，終了

3 0 0 0

1 0 0 4

2 2 1 0

図 5 ハンガリアン法の計算の流れ

接続先コント

ロールサーバ

端末２ 端末３端末１ 端末４ 端末５ 端末６

①端末へ制御情報を送信

端末７

②制御情報を受けて接続先基地局を切り替え

WiFi1

WiFi2

LTE

アクセス回線

図 6 端末制御のイメージ

本研究では，各端末の各基地局に対する RTTギャップ

をコスト行列とし，RTTギャップを最小化する組み合わ

せを，ハンガリアン法を用いて導出する．

4.4 端末制御部

4.2にて算出された組み合わせを元に，接続先コントロー

ルサーバから各端末へ制御情報を送信する．各端末は，受

信した制御情報に従って，接続先の基地局を切り替える．

端末制御のイメージを，図 6に示す．

5. シミュレーション実験による評価

5.1 実験の概要

4章で述べた提案システム全体のうち，接続先決定部につ

いてシミュレーションプログラムを作成し，実験を行った．

今回の実験においては，新たに接続される端末数が 100

台の場合（実験 1）と 10台の場合（実験 2）のそれぞれで，

接続時 RTTの初期値，RTT増分，接続端末の収容可能残

数の組み合わせにより実験を行った．実験を行った各ケー

スの概要を表 3および 4に示す．いずれも，割り当て先と

なる基地局数は 3つとした．

なお，接続時 RTTの初期値 RTTinit は，PathQuickに

ケース名 RTT 初期値 (ms) RTT 収容可能

基地局 1 基地局 2 基地局 3 増分 (ms) 残数 (台)

case1-1-1 20 40 60 1 40

case1-1-2 20 40 60 1 70

case1-1-3 20 40 60 1 100

case1-2-1 40 60 80 1 40

case1-2-2 40 60 80 1 70

case1-2-3 40 60 80 1 100

case1-3-1 60 80 100 1 40

case1-3-2 60 80 100 1 70

case1-3-3 60 80 100 1 100

case1-4-1 80 100 120 1 40

case1-4-2 80 100 120 1 70

case1-4-3 80 100 120 1 100

case2-1-1 20 40 60 2 40

case2-1-2 20 40 60 2 70

case2-1-3 20 40 60 2 100

case2-2-1 40 60 80 2 40

case2-2-2 40 60 80 2 70

case2-2-3 40 60 80 2 100

case2-3-1 60 80 100 2 40

case2-3-2 60 80 100 2 70

case2-3-3 60 80 100 2 100

case2-4-1 80 100 120 2 40

case2-4-2 60 80 100 2 70

case2-4-3 60 80 100 2 100

表 3 実験 1 の概要

ケース名 RTT 初期値 (ms) RTT 収容可能

基地局 1 基地局 2 基地局 3 増分 (ms) 残数 (台)

case3-1-1 100 120 140 1 4

case3-1-2 100 120 140 1 7

case3-1-3 100 120 140 1 10

case3-2-1 120 140 160 1 4

case3-2-2 120 140 160 1 7

case3-2-3 120 140 160 1 10

case3-3-1 140 160 180 1 4

case3-3-2 140 160 180 1 7

case3-3-3 140 160 180 1 10

case3-4-1 160 180 200 1 4

case3-4-2 160 180 200 1 7

case3-4-3 160 180 200 1 10

case4-1-1 100 120 140 2 4

case4-1-2 100 120 140 2 7

case4-1-3 100 120 140 2 10

case4-2-1 120 140 160 2 4

case4-2-2 120 140 160 2 7

case4-2-3 120 140 160 2 10

case4-3-1 140 160 180 2 4

case4-3-2 140 160 180 2 7

case4-3-3 140 160 180 2 10

case4-4-1 160 180 200 2 4

case4-4-2 160 180 200 2 7

case4-4-3 160 180 200 2 10

表 4 実験 2 の概要
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よって直近に取得された RTTの当該基地局の値 RTTpa，

当該基地局の RTT関数 f(x)，および PathQuick取得時か

らの接続端末数の増減 termdiff により，式 6で示される．

RTTinit = RTTpa + f(termdiff ) (6)

また，RTT増分は，各基地局の RTT関数 f(x)の傾き

に相当する．

各端末で使用しているアプリケーションとしては，「通

話アプリケーション」「ブラウザ」「その他」のうちのいず

れかをランダムに割り当てた．また，各アプリケーション

における必要 RTTは，表 2の値を使用した．

シミュレーションプログラムでは，これらの値を元に，

各基地局の収容数全体から端末数分を抽出しうるすべての

組み合わせに対して，ハンガリアン法による計算を行い，

全体の中で RTTギャップの合計が最小になるものの中で，

標準偏差が最小になるものを出力している．

また本実験では，提案システムでの計算（解法 1）以外

に，以下の 2つのロジックについても，各ケースにおける

計算を行った．

( 1 ) 一番短い RTTを必要とする端末から順番に，現時点

で接続時 RTTが一番短い基地局に優先的に割り当て

る（グリーディ法）（解法 2）

( 2 ) 各端末をランダムに各基地局に割り当てる（解法 3）

5.2 実験の評価

5.2.1 RTTギャップの平均

実験 1における各ケース・各解法の RTTギャップの平

均を表 5および図 7に示す．

すべてのケースにおいて，3つの解法のうち解法 1（本

提案システム）の RTTギャップ平均値が，一番小さい値

を取っている．

解法 2は，RTT増分が小さくかつ収容残数が小さいケー

スでは RTTギャップ平均値も小さいが，RTT増分が大き

い，もしくは収容残数が大きい場合には RTTギャップ平

均値が大きくなる傾向がある．これは，解法 2が現時点で

の RTT値を元に接続先を判断しているからである．しか

し実際には，接続端末数によってRTTが変動するため，結

ケース名 RTT ギャップの平均 (ms) ケース名 RTT ギャップの平均 (ms)

解法 1 解法 2 解法 3 解法 1 解法 2 解法 3

case1-1-1 0.00 0.00 1.44 case2-1-1 0.44 5.40 9.30

case1-1-2 0.00 1.80 2.55 case2-1-2 0.00 27.00 9.84

case1-1-3 0.00 12.60 2.08 case2-1-3 0.00 54.60 7.00

case1-2-1 0.00 0.00 3.31 case2-2-1 6.12 12.60 14.86

case1-2-2 0.00 9.00 5.65 case2-2-2 1.40 34.20 15.38

case1-2-3 0.00 19.80 4.24 case2-2-3 1.40 67.80 14.76

case1-3-1 2.98 5.40 13.90 case2-3-1 13.32 19.80 22.48

case1-3-2 0.66 16.20 8.98 case2-3-2 11.16 41.40 22.38

case1-3-3 0.66 27.00 8.51 case2-3-3 11.16 81.00 23.10

case1-4-1 10.18 12.60 18.14 case2-4-1 20.52 27.00 29.62

case1-4-2 7.78 23.40 16.56 case2-4-2 20.44 54.60 29.78

case1-4-3 7.78 34.20 17.05 case2-4-3 20.44 94.20 28.98

表 5 実験 1 における RTT ギャップの平均

解法1

解法2

解法3

0
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40
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70

80

90

100

図 7 実験 1 における RTT ギャップの平均（グラフ）

果として得られる RTTギャップ平均値は大きくなる．こ

れに比べて，解法 1（本提案システム）は，取り得るすべて

の組み合わせに対して，割り当て後の RTT値も考慮して

最適な組み合わせを抽出しているため，RTTギャップ平均

値は一番小さい値を取ることになる．解法 3と比べると，

すべてのケースで解法 1のほうが安定的により小さい値を

取っている．これらのことから，RTTギャップの最小化に

おいて本提案システムが有効であることが確認できた．

しかし現実的には，一度の割り当て計算で対象になる端

末数は，100台までにはならないと考えられる．次に実験

2における各ケース・各解法の RTTギャップの平均を表 6

に示す．実験 2においては，対象台数は 10台であるが，こ

れを見ると，台数が少ない場合でも，すべてのケースにお

いて解法 1が他の解法よりも短い値を取っている．これに

より，対象台数が少ない場合でも，RTTギャップの最小化

において本提案システムが有効であることが確認できた．

ケース名 RTT ギャップの平均 (ms) ケース名 RTT ギャップの平均 (ms)

解法 1 解法 2 解法 3 解法 1 解法 2 解法 3

case3-1-1 5.4 5.7 11.5 case4-1-1 6.3 6.9 16.7

case3-1-2 5.4 6.6 9.4 case4-1-2 6.3 8.7 11.1

case3-1-3 5.4 7.5 7.5 case4-1-3 6.3 10.5 16.9

case3-2-1 11.4 11.7 15.6 case4-2-1 12.3 12.9 18.5

case3-2-2 11.4 12.6 11.7 case4-2-2 12.3 14.7 16.3

case3-2-3 11.4 13.5 15.4 case4-2-3 12.3 16.5 14.5

case3-3-1 17.4 17.7 19.3 case4-3-1 18.3 18.9 22.7

case3-3-2 17.4 18.6 23.5 case4-3-2 18.3 20.7 18.9

case3-3-3 17.4 19.5 25.6 case4-3-3 18.3 22.5 22.3

case3-4-1 23.4 23.7 30.3 case4-4-1 24.3 24.9 27.7

case3-4-2 23.4 24.6 28.3 case4-4-2 24.3 26.7 31.7

case3-4-3 23.4 25.5 24.3 case4-4-3 24.3 28.5 33.5

表 6 実験 2 における RTT ギャップの平均

5.2.2 基地局割り当てに要する処理時間

実験 1における解法 1の計算回数（ハンガリアン法の実

施回数）は，最大で 5,151回であり，処理時間はすべての

ケースで 1秒以下であった．これらの値は，ユーザがある

一定時間以上，同じアプリケーションを使用し続ける状況

においては，充分に有効な値であると考えられる．これら

のことから，処理時間の観点からも本提案システムが有効

であることが確認できた．

6. まとめと今後の課題

ユーザが使用しているアプリケーションを考慮したRTT
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ギャップについて定義し，RTTギャップを低減させる接続

先決定ロジックを割り当て問題として定式化した．また，

ハンガリアン法を用いた接続先決定システムを提案し，シ

ミュレーションプログラムによる実験を行い，ハンガリア

ン法を用いない場合と比較して，RTTギャップの最小化，

処理時間の 2つの観点からその有効性を示した．

今後は，複数の端末の接続や離脱が連続して発生するよ

うな実際的な環境において，本提案システムの有効性を評

価する．また，「接続時 RTT取得部」，「端末制御部」につ

いてもシミュレーションを行い，全体システムの評価を行

う予定である．
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